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特定商取引法の2016年改正法附則に定められた５
年後見直しに当たる時期から、既に１年半以上が経
過したが、消費者庁は改正に向けた検討に着手して
おらず、法律違反状態が続いている。
７月５日に日本弁護士連合会が開催したシンポジ

ウム「特商法の抜本的改正に向けて」では、この間
にも該当する消費者被害が続いていることがデータ
で示され、法改正の必要性が訴えられた。

相談・被害は続いている！

報告された相談・被害の状況は以下の通り。
訪問販売の消費生活相談件数は、業界で改善努力
をするなどした新聞や放送サービスで１万件以上減
少する一方、屋根工事や修理サービスという高額被
害や次々販売が起きやすい類型の相談が１万件以上
増加している。

■相談件数が増加している項目例　　　(単位：件)
訪問販売 2016年 2023年 増加件数

修理サービス 3,612 8,479 ＋4,867

屋根工事 2,599 8,320 ＋5,631

電話勧誘販売 2016年 2023年 増加件数

その他役務 1,976 5,580 ＋3,604

電　気 991 2,461 ＋1,470

電話勧誘販売の相談件数は、電気通信事業法改正
で規制強化されたインターネット接続回線で16,096
件減少し、加えて固定電話の留守番電話設定や迷惑
電話対策装置の増加によって減少している。だが、
その他役務サービスや電気等、２倍以上になってい
る項目もある。
通信販売では、インターネット通販の相談が80歳

代以上以外の全ての年代で最多の相談になってい
る。SNS関連の相談件数農増加は右上図のとおり。

警察庁の今年１～４月の資料によると、昨年同時
期と比べてSNS型投資詐欺が認知件数約８倍、被
害額約11倍、SNS型ロマンス詐欺が認知件数2.6倍、
被害額約２倍に急増している。
マルチの相談件数は2018年度5,579件から2023年

度2,435件に減っているが、30歳以上での減少は小
さく、平均既支払額は横ばい又は高額化している。
これらの被害防止には、①訪問販売・電話勧誘販
売の登録制＆消費者の事前拒否制度、②インターネ
ット通信販売、特にSNS勧誘の規制、③連鎖販売
の登録制＆悪質マルチ禁止を盛り込む特定商取引法
改正が急務であることを改めて訴える。

� （令和６年度消費者白書より）

SNSが関係する消費生活相談

　SNSが関係する消費生活相談29件数について、
年齢層別にみると、幅広い年齢層から相談が寄
せられており、2023年は８万404件と過去最
多となりました。ソーシャルメディアの利用者
及び利用時間が増加傾向30にあることが影響し
ていると考えられます。特に、50歳代、60歳
代及び70歳以上の相談件数は、前年と比較し
て大きく増加しています（図表Ⅰ-1-4-10）。

　SNSが関係する消費生活相談の内容をみる
と、例えば、「①SNSでの広告がきっかけとな
るケース」、「②SNSでの勧誘がきっかけとなる
ケース」、「③SNSで知り合った相手との個人間
取引のケース」がみられるほか、「④SNSの操
作方法等に関する問合せ」もみられます。
　「①SNSでの広告がきっかけとなるケース」
の具体的な事例としては、「SNSの広告を見て
ブランドのバッグを注文したが偽サイトだっ
た」、「SNSの広告を見てスポーツシューズを購
入したが、注文したものとサイズ等が異なる商
品が届いた。連絡しようとしたが、サイトが既

に閉鎖されていた」等の相談がみられます。
「②SNSでの勧誘がきっかけとなるケース」
の具体的な事例としては、「SNSでバイトの勧
誘をされ面接に行ったところ、副業を勧められ
情報商材88万円を契約してしまった。返金し
てほしい」、「SNSでFX（外国為替証拠金取引）
の投資に誘われ、投資グループの助言を受けて
高額投資をしたがお金を引き出せない」といっ
た相談がみられます。国民生活センターでは、 
SNSでの勧誘をきっかけとしたFX取引のトラブ
ルの被害に遭わないよう、消費者に注意喚起を
実施しています31。
「③SNSで知り合った相手との個人間取引の
ケース」の具体的な事例としては、「SNSで個
人からコンサートチケットを買い代金を支払っ
た後、連絡が取れなくなった。詐欺に遭ったよ
うだ」、「SNSで知り合った人からスマートフォ
ンの購入の約束をして指定された口座に代金を
振り込んだが、スマートフォンは届かず連絡も
つかない」という相談がみられます。
「④SNSの操作方法等に関する問合せ」の具
体的な事例としては、「SNSのパスワード入力
を求めるSMSが届いた。記載されているURLに
アクセスし、パスワードを入力したところ、不
正利用されているのでパスワードを変更するよ
うにというSMSが来た。色々試したが変更でき
ない。どう対処したらよいか」、「会員制SNSに
友人を装ったメッセージが来た。セキュリティ
強化のため２段階認証を設定したものの、不安
なのでSNS運営会社に問い合わせたい」といっ
た相談もみられました。

図表Ⅰ-1-4-10
SNSが関係する消費生活相

談件数の推移（年齢層別）

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報のうち、「SNS」

が関係する相談の件数（2024年 ３ 月３1日までの登録分）。
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29�）SNSに表示された広告に起因するトラブル等SNSのサイトそのものに関する相談だけでなく、SNSを介して行われる商
品・サービスの取引やSNSの操作方法に関する問合せ等を広く含んでいる。

30�）総務省「令和４年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」
31�）国民生活センター「SNS上の投資グループで勧誘される詐欺的なFX取引トラブル―その仲間、信じて大丈夫？―」（2024
年１月24日公表）

35

第
４
節

　消
費
生
活
相
談
の
ト
ピ
ッ
ク
ス

第
１
部

第
１
章


